
○議長（明和善一郎君） ６番 川﨑和夫君。

○６番（川﨑和夫君） おはようございます。

通告してありますコミュニティ振興交付金について質問したいと思います。

舟橋村では、平成１８年から、地域活動の活性化のため、コミュニティ振興交付金制

度にて自治会の自主的な活動を促してきております。交付金は地域振興の活性化と課題

解決の活動費として活用されるものであり、その利用においては一定の交付基準が定め

られております。この交付金の目的は、コミュニティの活性化、魅力ある地域の形成、

そして地域の発展に向けた自治会の活動財源として設けられているものと理解してお

ります。

しかしながら、現行のコミュニティ振興交付金制度では、事業内容によっては交付金

事業としての支給条件の適用に難しい事案が発生する場合もあります。

地域には、人々の結びつきや支え合いの中において、さまざまな団体や組織が存在し

活動しております。地域の特色を生かした魅力ある地域を形成、発展させていくために

特色ある地域活動をしていかなければなりません。

人口が増え、住民のニーズが多様化していますが、自分たちの地域は自分たちで守る

という地域づくりを基本に置いて活動していくことが大事になってきます。

舟橋村の平成２９年度の予算では、前年度より５５万円の事業費が減少しております。

率にして１８．３％の減少率であります。この削減はコミュニティ振興交付金事業があ

まり活用されていないのか、マンネリ化しているのかわかりませんが、利用が減少して

いるではないのかと危惧しております。

制度が設立されて１０年が経過しております。この事業におけるコミュニティ振興交

付金事業を検証する意味で、事業のあり方について、次の４点についてどのように評価

しているのかお聞きします。

１、制度を導入した経緯と目的について、当初の目的を達成しているのかどうか。２、

各自治会から申請のあった交付金の申請推移とその傾向について。３、村としてコミュ

ニティ振興交付金制度を進めるに当たって、地域の特色を生かすためにどのような指導

をしてきたのか。１０年間の活動実績で今後の課題は何かについて、お聞きします。

以上。

○議長（明和善一郎君） 総務課長 松本良樹君。

○総務課長（松本良樹君） ６番川崎議員のコミュニティ振興交付金についてのご質問に



お答えします。

コミュニティ振興交付金の趣旨は、住民自治の本旨に基づき、地域の自主性、自立性

を発揮するため、自治会が自ら考え、自ら行う事業を助成することによりコミュニティ

づくりの推進を図るための制度であります。

交付金は２つの区分により支給されております。まず１つは、自治会運営事業に対す

る交付金であります。目的は、自治会の運営に必要な経費の助成であり、交付金の使途

として、自治会の維持経費、環境保全、ごみステーションの維持管理、伝統文化の継承、

住民の親睦、交通安全・防犯事業、防災活動などが規定されています。算定基準は、当

初、１自治会当たり３万円の均等割額に、１世帯につき３００円の世帯数割、７０歳以

上の高齢者１人につき１５０円の高齢者数割、地区公園１カ所につき３万５，０００円

を加算した額が交付されておりましたが、見直しいたしまして、現在では、均等割額が

３万円から７万円に、高齢者数割が１５０円から２００円に増額、地区公園１カ所につ

いての額が３万５，０００円から３万円に減額され、全体的な基本額の増額と公園の有

無による額の格差が緩和されております。

次に２つ目は、村長が必要と認める事業となっており、交付金の使途は地域活性化事

業であります。具体的には、自治会のコミュニティ醸成のため、人口の急激な増加に伴

う新旧住民の融和や、これまで自治会活動に参画しなかった人の新たな参画を目指すよ

うな自主的な取り組みのことであり、その経費の２分の１を交付するものであります。

制度の開始当初、食事代が交付の対象外でありましたが、要望が多かったことから、

平成２２年度から１人５００円として事業費に算入できるよう緩和された一方、毎年参

加者に変化のない同一事業を申請する自治会もあったことから、同一事業の場合、６年

目以降は減額する規定を設けたところであります。

基本的に対象外となっているのは、汎用性の高い施設や備品、サークル活動などでコ

ミュニティの醸成が一部の方にしか図られないと判断した事業などは、対象外とさせて

いただいております。一概には言えませんが、その都度個別に事業をヒアリングし、対

象にならないと判断した場合はご説明を申し上げて、ご理解をいただいておるところで

あります。

では、交付実績を申し上げます。

自治会運営事業については、平成２８年度では、１２の自治会に対し１７１万７，０

００円を交付しており、１自治会当たり１４万３，０００円の交付となっております。



村長が必要と認める地域活性化事業については、平成１８年度、２地区２事業に２６

万円を交付、平成１９年度、３地区５事業に４０万５，０００円、平成２０年度、４地

区７事業に３０万２，０００円、平成２１年度、８地区１６事業に１０６万７，０００

円、平成２２年度、１１地区１９事業に１０６万４，０００円、平成２３年度、１０地

区１７事業に９９万３，０００円、平成２４年度、９地区１５事業に８７万７，０００

円、平成２５年度、１０地区１５事業に９２万円、平成２６年度、９地区１５事業に７

４万６，０００円、平成２７年度、８地区１５事業に６６万２，０００円、平成２８年

度見込みでありますけれども、８地区１３事業に対し６２万２，０００円を交付する予

定となっております。

事業の内容は、地区の祭りやバーベキューイベントが最も多く、餅つきやラジオ体操

など季節の行事が多くなっております。

交付額が年々減少しているのは、全ての申請地区において毎年同じ事業を申請される

ために、６年目以降の毎年の減額が続いているためであります。その要因は、当初から

既存の祭りなどを事業として申請し、今も継続申請している地区が多いことであります。

当然参加者数も新たな増加があまり見られない状態が続いており、実質、単なるイベン

トの経費負担になっているとも言えます。ただ、一部では、新しくできた住宅団地の方

がバーベキュー大会に参加されるなど、親交が深まった自治会もございます。

当初の目的を達成しているかについては、新旧住民の融和や自治会への新たな参画者

増加といった観点からすると、近年ではほとんどの地区で事業のマンネリ化が見られ、

停滞しているように思われます。かといって、村がこうしてくれと指導する性格の制度

ではなく、あくまで自治会が自ら提案する事業に対して認定をし交付するスタンスで取

り組まないと地域の自主性、自立性が失われるおそれがあることもご理解をいただきた

いと思います。

本村では、さまざまな立場や世代がともに助け合う共助のまちづくりを目指しており

ます。今後は、タウンミーティング、自治会長会議や広報媒体によりまして、共助のま

ちづくりを推進している趣旨を十分ご説明申し上げ、ご理解をいただきながら、新たな

事業を提案されて、交付金制度の有効活用により地域コミュニティが深まりますよう働

きかけてまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げまし

て、私からの答弁とさせていただきます。

○議長（明和善一郎君） 川﨑和夫君。



○６番（川﨑和夫君） 危惧していた内容どおりなんですが、１０年もたって一つの区切

りとして、コミュニティ振興交付金のあり方、これがやっぱりマンネリ化から脱却する

必要あるんじゃないかと。

僕たちもいろいろ試行錯誤しているんですが、今言われたように、自治会の交付金事

業ということについては、やはり非常に有効な基礎財源として地域では活用しておりま

す。

ただ、村長が認めるコミュニティ活動ということについては、非常に定義が、言葉上

曖昧で、はっきりしないと思う。

今言われたように、地域の伝統ということから考えると、やっぱりコミュニティ活動

もそういうことが必要なんではないかと思う。

ただ、僕たちは、ほかの地区がどういうふうな、めざましい活動とか何かをやってい

るというのがわからないんで、できればそういうふうなことも含めたモデル事業という

ものを、紹介とか何かしていただければ助かるなと。

一つの例なんですが、僕たちの住んでいる国重地区だけの話というふうに考えていっ

てもらいたくないんですが、数年前、「国重物語」というものを地区でやりました。地

区の人に小冊子、いわゆる国重の歴史、伝統というものを紹介して、地区に配ってやっ

たと。その中で、ばんどり騒動のときにあったというか、その後にあった、昔あった伝

統行事というか、盤持ち大会、これがやはりずっと継続して、今地区の伝統行事として

生かされていると。

コミュニティ振興交付金の使い方というのは、やはりパターンというのはいろいろあ

ると思うんです。そういうふうな意味で、有効活用ということから考えると、地区の伝

統をそういうふうなやつで助成するというのも一つの方法ですし、どれだけ地区の人に

有効に役立っているのか。言葉とすれば非常に何かあれなんですが、それについて、じ

ゃ何％の人がそいつに参加しておればあれなのか。一つの地区でやっぱり伝統というか、

そういうものをつくっていったら、ほかの地区にも生きるんじゃないか。いろんな観点

からこいつについては検討を加えていってほしいと思います。

以上です。

もしできれば。

○議長（明和善一郎君） 総務課長 松本良樹君。

○総務課長（松本良樹君） 川﨑議員さんの再質問にお答えをさせていただきます。



今ほど議員さんからお話がありましたことを十分参考にしながら、１０年目という節

目でもありますので、今後そのあり方について検討させていただきたいと思いますので、

またいい案がありましたらお教えいただければというふうに思います。


